
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長崎市商店街等プレミアム付商品券発行支援費補助金募集要項 

（この補助金は国の『物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金』、長崎県の『ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補助

金』を活用しています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年9 月30 日 
※受付順に審査を行い、予算が無くなり次第受付を終了します。 

申請期限 

事業実施期間 補助金交付決定後～令和９年1 月2２日 
※商品券の利用期限は、 

  ６カ月以内で、令和８年12 月31 日までの任意で設定した日 

補助の内容 補助率 9/10 
補助限度額 電子商品券 ２，５００万円 

      紙商品券  ２，２００万円 

長崎市経済産業部商業振興課 商業金融係 

住所：〒８５０－８６８５ 長崎市魚の町４－１ 14階 

ＴＥＬ：０９５－８２９－１１５０ ＦＡＸ：０９５－８２９－１１５１ 

Ｅ‐ｍａｉｌ：shogyo@city.nagasaki.lg.jp  

申請書・事業計画書・収支予算書等は、市のホームページからダウンロードし、

その他必要書類とあわせて長崎市商業振興課へ提出してください。 

申請方法 

お問合せ 

次ページからの詳細を必ず確認して申請してください 

 

※HPはこちら↓ 

商店街や、各業界団体の皆様 へ 

補助金を活用して 

プレミアム付商品券を発行しませんか？ 

申請の前に 申請を検討している際は、申請書をご提出いただく前に、必ず事前相談をお

願いします。 
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長引く物価高騰の影響を受けている事業者及び消費者の生活を支えるため、商店街等が

地域の実情に応じて実施するプレミアム付商品券の発行を支援し、地域経済の活性化を図

るとともに、電子による商品券の発行を促すことにより、商店街等のデジタル化を進める

ことを目的とします。 

 

 

（１）補助対象者                                                                 

商店街等で、次のいずれかに該当する団体。 

なお、設立から１年以上経過している複数の商店街等が、合同で事業を実施すること 

も可能とします。（合同で実施する場合は、複数の商店街等を代表する商店街等が申請） 

  ア 商工会法（昭和 35年法律第 89号）に規定する商工会 

  イ 商工会議所法（昭和 28年法律第 143号）に規定する商工会議所 

  ウ 商店街振興組合法（昭和 37年法律第 141号）に規定する商店街振興組合又は商店街 

振興組合連合会 

  エ 中小企業等協同組合法（昭和 24年法律第 181号）に掲げる事業協同組合、事業協同 

小組合、協同組合連合会、企業組合又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和 

32年法律第 185号）に規定する中小企業団体中央会 

  オ 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和 32年法律第 164号） 

に規定する生活衛生同業組合 

  カ 定款や規約等により代表者の定めがあり、かつ、総会等により主要事項等の承認 

が行われている任意の商店街団体又は小売市場であって、10者以上の事業者で構 

成されるもの 

  キ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18年法律第 48号）に規定する 

一般社団法人等 

  ク 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18年法律 49号）に規 

定する公益社団法人又は公益財団法人 

  ケ アからクまでに掲げるもののほか、定款や規約等により代表者の定めがあり、 

かつ、10者以上の事業者で組織される団体又は実行委員会 

 

（２）参加店舗                                                                   

補助対象者が実施する補助対象事業に参加可能な店舗は、次の全てに該当するものと 

します。 

  ア 店舗の所在地が長崎市内であること 

  イ 個人（消費者）向けに商品の販売やサービスの提供等を行っていること 

  ウ 他の商店街等においてプレミアム付商品券発行事業に参加していない店舗である 

こと ※ 

※地域経済の活性化及び市民の利便性の観点から市が必要と判断する場合は、例外的に他の 

事業への参加を認める場合があります。事前に商業振興課へご相談ください。 

 

 

１ 事業の目的 

２ 補助対象者及び参加店舗 
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  次のいずれかに該当するものについては、補助対象者及び参加店舗の対象となりません。 

（１）市税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納しているもの（市税に係る徴収猶予もし

くは換価猶予、県税に係る徴収猶予もしくは換価猶予、または国税に係る納税の猶予もしくは換

価猶予を受けている場合を除く。） 

 （２）長崎市暴力団排除条例（平成 24年長崎市条例第 59号）第２条第１号に規定する暴力

団、同条例第２条第２号に規定する暴力団員並びに同条例第 12条に規定する暴力団

関係者 

 （３）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第２条

第５項に規定する性風俗関連特殊営業及び公序良俗に反すると認められる事業を営む

者を構成員に含むもの 

 （４）営業に関して必要な許認可等を取得していないもの 

 （５）政治団体 

 （６）宗教上の組織又は団体 

 （７）その他、本市が補助金を交付するに当たり社会的な信用性及び公平性を損なうおそ

れがあるもの等、補助金の趣旨及び目的に照らして適当でないもの 

 

 

補助対象者が、10店舗以上が参加したうえで、独自に割増率が 30％以内のプレミアム

付商品券（利用者の購入額を超えて対価の弁済に充てることができる商品券）の発行を行い、令和

９年１月 22日（金）までに完了する事業とします。 

【注意事項】 

※補助対象事業に係る発行金額及び使用金額が明確に判別できるものに限ります。 

※商品券の利用期限は６カ月以内とし、令和８年 12月 31日（木）までの任意で設定した日とします。 

※合同で実施する場合も、商店街等毎に 10店舗以上の参加が必要です。 

 

 

（１）補助率                                          

補助対象経費の 10分の９（千円未満切り捨て） 

 

（２）補助限度額                                  

   

 

 

 

※事業を合同で実施する場合は、各補助対象者がそれぞれ単独で事業を実施する場合の補助限度額  

    を合計した金額を補助限度額とします。 

 

（３）補助回数                                         

同一補助対象者につき１回（合同で実施する場合を含む） 

 

区      分 １補助対象者あたりの補助限度額 

電子商品券の発行（紙商品券との併用含む） 2,500万円 

紙商品券の発行 2,200万円 

３ 補助対象者及び参加店舗の対象としないもの 

５ 補助の内容 

４ 補助対象事業 
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（４）補助対象事業の実施期間                           

   補助金交付決定日～令和９年１月 22日（金） 

※補助金等交付決定通知書に付された交付決定日より前に着手した事業は補助対象外となります。  

※実施期間内に補助対象経費の支出を完了させてください。 

 

（５）補助金の対象経費                               

※補助対象経費のうち、次の表に掲げる事務費割合の上限は２分の１とします。 

※消費税課税事業者については、消費税は補助対象外とします。 

 

 

（１）補助対象事業の経理等に関する注意事項                    

ア 支出に係る受注者の選定は、長崎市に所在する事業者を優先するよう努めること 

イ 補助金等交付決定通知書に付された交付決定日以降に事業着手すること 

（申請時、交付決定日以前に見積りを徴取したものについても、交付決定日以降に正式な見積り 

を徴取すること）  

ウ 支出を明らかにした帳簿及び関係書類を備え、補助対象事業を行った年度の翌年 

 度から５年間保存すること  

 （実績報告の際、プレミアム付商品券の販売（販売日、販売枚数、販売額）と換金（換金日、対 

象店舗、換金枚数、換金額）が記載された「換金にかかる帳簿」や、事業の実施状況の写真、 

各種補助金を活用している旨の明示された商品券等について提出を求めます。） 

 

経費 

区分 
補助対象経費 内        容 

事務費 

賃金 
事業実施のために臨時的に雇用したパート・アルバイト賃金 

（常に雇用する職員の賃金は対象外） 

需用費 
消耗品費（事務用品 等） 

印刷製本費（プレミアム付商品券の印刷 等） 

役務費 

通信運搬料（郵送料、運搬料 等） 

広告料（のぼり旗、ポスター、チラシなどの本事業を効果的に実

施するために必要な広告宣伝に係る経費） 

振込手数料（金融機関に対する振込手数料） 

委託料 
補助対象事業の実施に必要な業務の一部を外部に委託する経費

（電子商品券に係る業務 等） 

使用料及び 

賃借料 

会場借上料 

（プレミアム付商品券の販売会場の借上に係る経費 等） 

機械器具借上料（計数機 等） 

事業費 
プレミアム

分の経費 

・実際に使用されたプレミアム付商品券の割増分の経費 

〈計算方法〉 ① － ② 

①：実際に使用されたプレミアム付商品券の合計額 

②：実際に販売されたプレミアム付商品券の合計額 

※未購入・未配布・未使用・未換金分は対象になりません 

６ 補助対象事業実施上の留意事項 
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エ プレミアム付商品券の販売・配布状況等についての中間報告を求めることが 

あるため、販売や換金等の状況を随時報告できるようにすること 

オ 次のいずれかに該当する場合は変更申請が必要になるため、事前に商業振 

     興課へ相談すること（変更申請に必要な書類についてはＰ６の 8（１）を参照） 

（ア）補助対象事業を途中で変更（中止）する場合（補助金の交付の目的の達成及び既に 

交付の決定を受けた事業計画に基づく補助対象事業の遂行に支障のない範囲の変更を除く） 

（イ）補助対象経費の総額が 20％を超えて増減する場合 

（ウ）補助金額の増額が生じる場合 

（エ）商品券の発行枚数に増減が生じる場合 

 

（２）プレミアム付商品券の利用に関する制限                    

ア 釣銭を出すことはできない 

イ 補助対象事業の実施期間中（令和８年 12月 31日（木）までの任意で設定した 

日）のみ使用できる 

ウ 同一の補助対象事業に参加する店舗でのみ共通して使用できる 

エ プレミアム付商品券は次に掲げる用途には使用できない 

（ア）出資や債務の支払い 

（イ）国や地方公共団体への支払い 

（ウ）有価証券、金券などの換金性の高いものの購入や交換 

（エ）電子マネーへのチャージ 

（オ）金融機関への預入 

（カ）現金との換金 

（キ）たばこ事業法（昭和 59年８月 10日法律第 68号）第２条第１項第３号に規定 

する製造たばこなど、定価以下での販売が認められていないものの購入 

（ク）特定の宗教・政治団体と関わるものへの支払い 

（ケ）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122 

号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業及び公序良俗に反すると認め 

られる事業に係る支払い 

（コ）事業活動に使用する原材料、機器類及び仕入れ商品等の調達に係る支払い 

（サ）不動産に係る支払い 

（シ）その他、商品券の利用対象として適当でないもの 

   

（３）プレミアム付商品券の販売・配布等に関する注意事項              

ア 本補助対象事業にかかるプレミアム付商品券や広報媒体等に、次のすべての補助

金を活用している旨明示すること 

（ア）「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」（国） 

（イ）「ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補助金」（長崎県） 

（ウ）「長崎市商店街等プレミアム付商品券発行支援費補助金」（長崎市） 

イ プレミアム付商品券の販売・配布は、消費者に対し公平に行うこと（関係者や 

常連客等への優先的な販売・配布は行わないこと） 

ウ プレミアム付商品券の払い戻しや、使いまわしは行わないこと 
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エ 補助対象事業に対する消費者からの問い合わせ（販売方法や利用可能店舗等）に対応 

できるよう、実施体制を整えること 

オ プレミアム付商品券の使用期限や利用可能店舗を明示し、消費者に対しプレミ 

アム商品券の使用期限内の利用を促すこと 

カ 販売方法を抽選にしたり、販売日を平日・土日を含む複数日に分けるなど、子育

て世帯や共働き世帯、高齢者世帯など幅広い消費者が購入できるように努めること 

キ プレミアム付商品券の販売・配布に際しては、混雑対策等必要な事故対策を行 

 うこと 

【商品券イメージ  ※電子商品券の場合も赤枠内容についての記載要】 

 

 

 

 

 

 

（１）申請期限                                  

   令和８年９月 30日（水） 

   ※申請書類をご提出いただく前に、必ず事前相談をお願いします。 

   ※申請受付順に補助金の交付審査を行います。予算に達し次第、受付を終了します。 

   ※提出書類をご提出いただいた場合でも、書類に不備や不足がある場合は、補助金の枠を確保で

きないことがあります。 

   ※補助金交付申請書類一式を受領後、交付決定の通知をします。交付決定までに一定期間（2週間 

    ～３週間程度）を要しますので、事業実施のスケジュールは余裕を持たせてください。 

 

（２）提出書類                                  

ア 補助金等交付申請書（規則第１号様式） 

イ 商店街等プレミアム付商品券発行事業計画書（第１号様式） 

ウ 商店街等プレミアム付商品券発行事業収支予算書（第２号様式） 

エ 宣誓書兼同意書（第３号様式） 

（合同実施の場合も、全ての補助対象者毎に提出すること） 

オ 収支予算書に計上した経費の算出根拠となる書類の写し（参考見積等） 

カ 定款や規約等の写し 

キ 団体構成事業者の名簿 

ク 直近１期分の決算書の写し（設立後１年未満の団体については不要） 

ケ 参加店舗の名簿 

（事業者名（店舗名）、所在地、代表者、連絡先の記載があるもの） 

コ 市税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していないことの証明 

（非営利活動団体又は設立後１年未満の団体については不要） 

（徴収猶予、納税の猶予、換価猶予を受けている場合は猶予等が確認できる書類） 

 

 

※提出書類はお返しができませんので、必ずコピーを取っておいてください。 

７ 補助金の申請手続き 

  ○○商店街プレミアム付商品券 
     ￥１，０００円 

有効期限：令和８年〇月〇月 

発行者：○○商店街組合 

※この事業は国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」、県の 
「ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補助金」、「長崎市商店街等 
プレミアム付商品券発行支援費補助金」を活用しています。 
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【取得場所】 

          ・市税の完納証明書（長崎市収納課、各地域センター、各地区事務所） 

          ・事業税の納税証明書（長崎振興局税務部：長崎市万才町３-17） 

          ・消費税及び地方消費税の納税証明書その３（長崎税務署：長崎市松ヶ枝町６-26） 

サ 商店街等プレミアム付商品券発行事業の合同実施届出書（第４号様式） 

（合同実施の場合のみ） 

 

（３）提出場所                                    

〒８５０－８６８５ 長崎市魚の町４－１ 14階 

長崎市経済産業部商業振興課商業金融係 

 

 

（１）補助対象事業の変更（中止）                          

   ア 補助事業等変更中止（廃止）承認申請書（規則第２号様式） 

   イ 商店街等プレミアム付商品券事業変更書（第５号様式） 

 

（２）補助対象事業の実績報告                            

ア 事業完了期限 

令和９年１月 22日（金）（支払いまで完了すること） 

イ 実績報告書の提出期限 

 補助対象事業が完了した日から起算して１月を経過した日、 

または令和９年１月 29日（金）のいずれか早い日まで 

   ウ 提出書類 

  （ア） 補助事業等実績報告書（規則第４号様式） 

  （イ） 商店街等プレミアム付商品券発行事業収支決算書（第 6号様式） 

  （ウ） 商店街等プレミアム付商品券発行事業報告書（第 7号様式） 

  （エ） 補助対象経費の支出を明らかにする書類（見積書、請求書、領収書等）※１※２ 

      ※１内容がわかるように内訳を記載すること。 

      ※２少額の支出で、レシートや領収書により内容が把握できるものについては領収書 

       のみで可 

  （オ） 換金にかかる帳簿 

ａ 商品券の販売に関するもの 販売日、販売枚数、販売額の記載があるもの 

ｂ 商品券の換金に関するもの 換金日、対象店舗、換金枚数、換金額の記載があるもの 

  （カ） 事業の実施状況を証する写真等 

           ・商品券、ポスター、チラシなどの制作物 ※ 

      ・プレミアム付商品券の販売の様子 

      ・新聞、雑誌、テレビ等での広告            など 

          ※制作物に関しては、Ｐ４の６（３）アのとおり、各補助金を活用している旨の明示

を確認いたします。  

  （キ） 仕入れに係る消費税等相当額報告書（第 8号様式） 

（事業収支決算書の経費に消費税を含まない場合は提出不要） 

  

８ 補助対象事業開始後の申請手続き 
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 まずは事前相談を                               

・本補助金の活用を検討している際は、申請書をご提出いただく前に、まずは商業振興課へ 

事前相談をお願いします。 

 提出書類の準備等                               

・補助対象事業の計画内容や提出書類等、ご準備ください。 

・申請前に書類の事前確認についてご相談ください。 

 補助金の交付申請                          令和 8年 9月 30日（水）まで 

  申請方法については P５参照 

※合同実施する場合は、代表する補助対象者が申請を行ってください。 

※その後の本補助金に係る通知や支払い等は申請者に対して行います。 

 補助金の交付決定                                

 ・補助金交付申請書類一式を受領後、交付決定の通知をします。交付決定までに一定期間（2週間 

  ～３週間程度）を要しますので、事業実施のスケジュールは余裕を持たせてください。 

 ・交付決定通知日以降に事業の実施（本見積の実施、経費の支払、事業実施等）が可能です。 

 ・交付決定通知日より前の経費の支出は補助金の対象経費になりません。 

 補助対象事業の実行                 交付決定日～令和９年１月 22日（金）まで 

「６ 補助対象事業実施上の留意事項」を P３参照 

 ・市のホームページや SNSで、プレミアム付商品券の販売についてお知らせしますので、チラシ 

等の広報制作物が完成しましたら、販売日の 1週間前までには商業振興課へご提供ください。 

事業を途中で変更（中止）する場合や、総事業費及び補助対象経費が申請時から変わる場合

は、事前に商業振興課へご相談ください。（P４、６参照） 

 補助対象事業の実績の報告             令和９年１月 29日（金）まで 

   実績報告については P６参照 

※事業完了後１月を経過した日又は令和９年１月 29日（金）のいずれか早い日までに。 

 補助金の額の確定                                

・補助金実績報告書類一式を受領後、１0日程度で補助金確定通知をします。 

・補助対象事業が適切に実施されたかの審査を行います。 

・審査後に、確定通知書を発行します。 

 補助金の請求                                  

・確定通知書の交付確定金額に基づき、請求書をご提出ください。 

 補助金の支払い                                

・請求書に記載された口座へ請求日から２週間後に補助金を振り込みます。 

・補助金の支払いは原則精算払いとなります。 

    ※自己資金による補助対象事業の実施が困難な場合は、概算払いができる場合があります。 

交付申請時に商業振興課へご相談ください。 

    

９ スケジュール 
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 次の項目の内、１つでも該当しない項目がある場合は補助金の申請はできません。 

□ 補助対象者に該当している（Ｐ１の２（１）参照） 

□ 参加店舗について要件を確認している（Ｐ１の２（２）参照） 

□ 市税、事業税（県税）、消費税又は地方消費税（国税）の滞納がないこと 

□ 暴力団、暴力団員、暴力団関係者（暴力団等）に該当しないこと。また、事業の実施に

あたり、暴力団等と契約を締結せず、暴力団等をこの事業に一切関与させないこと。 

□ 性風俗関連特殊営業及び公序良俗に反すると認められる事業を営む者を構成員に含まな

いこと 

□ 政治団体又は宗教活動を目的とする団体等でないこと 

□ 参加店舗が１０店舗以上あること（合同実施の場合は、それぞれの商店街毎に１０店舗

以上が参加していること） 

□ 事業実施と補助対象経費の支払が令和９年１月２２日までに完了すること 

□ プレミアム付商品券について、プレミアム率を３０％以内で設定し、利用期限を６カ月

以内で令和８年１２月３１日までの日付で終了すること（Ｐ２の４参照） 

□ 補助対象経費（Ｐ３の５（５）参照）のうち、事務費の割合が２分の 1以下であること 

□ 補助対象経費（Ｐ３の５（５）参照）以外の経費が補助金の算定に含まれていないこと 

□ プレミアム付商品券の利用に関する制限に該当しないこと（Ｐ４の６（２）参照） 

□ プレミアム付商品券や広報媒体等に国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」、

県の「ながさき消費拡大・地元企業応援事業費補助金」及び「長崎市商店街等プレミア

ム付商品券発行支援費補助金」を活用している旨明示すること 

□ プレミアム付商品券の販売・配布は、消費者に対し公平に行うこと（関係者や常連客等への

優先的な販売・配布は行わないこと） 

□ 消費者からの問合せについて対応できるよう実施体制を整えていること 

□ プレミアム付商品券の販売・配布に際しては、販売方法を抽選にしたり、販売日を平

日・土日を含む複数日に分けるなど、子育て世帯や共働き世帯、高齢者世帯など幅広い

消費者が購入できるように努めること 

□ 事業実施に伴い、変更申請が必要となる場合は、事前に商業振興課へ相談すること（Ｐ

４の６(１)オ、P６の８(１)参照） 

□ 事業実施に伴い、本募集要項を確認しながら事業を進めること 

 

10 補助金申請前チェックシート 


